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研究成果の概要（和文）：企業の立地選択に関する理論の構築，独占禁止法への提言，の2点を行った．1点目として，
消費者が一方向に移動できる一方向ホテリングモデルを構築し，先行研究が導出した均衡が誤りである点を指摘した．
また，立地空間を製品空間と解釈することで，日本の書籍データを用いて，消費の外部性があるもと，どの属性がどの
程度，価格や利潤に影響を及ぼすかを推定し，シミュレーションを行った．2点目として，一方向補完財を生産する企
業間の合併に関して分析を行った．従来の競争政策上の帰結と異なり，合併が消費者余剰に負の影響を及ぼす可能性を
指摘した．最後に，垂直的市場の企業結合に関して，新たな消費者余剰の測定方法を提案した． 

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to investigate a location choice of firms and to 
offer a policy implication. First, I construct a unidirectional model where consumers can only buy from 
one direction. I show that the equilibrium outcome of the previous study does not constitute a subgame 
perfect Nash equilibrium. In addition, applying my conjoint analysis to the book market of Japan, I 
investigate the relationship between product attributes and the optimal price. Second, I study the price 
and welfare effects of a merger of firms producing unidirectional complements. I show that a merger 
raises a price of a good, resulting in lower consumer surplus. This result is in sharp contrast to 
Cournot's classical implication that a merger in strict complements makes all consumers strictly better 
off. Furthermore, I apply a method, which utilizes the idea of pass-through in an analysis of 
third-degree price discrimination, to compare consumer surplus under vertical integration and separation.

研究分野：応用経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 ホテリング以来，企業の立地競争の分析は
大いに発展してきた．多くの研究者が，この
モデル空間を拡張し，解釈を与えることによ
り，さまざまな経済現象に関する分析が行わ
れてきた．具体的には，立地選択を企業の製
品差別化の程度として捉える解釈や，政治学
の投票理論，マーケティングへの応用が挙げ
られる．以来，ホテリングモデルは，非常に
汎用性の高いものとして用いられている． 
 立地選択および製品差別化の程度は，企業
の戦略としてだけではなく，独占禁止政策の
点からも着目されている．アメリカ合衆国司
法省は，企業が合併を行う際のガイドライン
として，企業の立地に関する重要性を認めて
いる（United States Department of Justice 
1984）．理由として，企業の立地が容易に観
察できる点，立地選択と結託するインセンテ
ィブとの間に関係がみられるという点，の 2
点が政府当局により指摘されている．このよ
うに，ホテリングモデルを様々な分野で拡張
する形で，企業の立地戦略や製品差別化戦略
を考察すること，および，企業の戦略に基づ
いた政策提言を行うことが求められている
という背景のもと，研究を開始した． 
 
２．研究の目的 
 企業の立地選択に関する[1]基礎理論を構
築する，[2]独占禁止法への応用を考察する，
の 2点を研究の目的とする．立地選択は，そ
れが観察可能という理由より，独占禁止政策
の観点から重要視されている． 
そこで，[1]従来のモデルを統合したより一
般的なモデルを構築し，その基本的性質につ
いて考察する．産業組織論や都市経済学だけ
でなく，マーケティング・経営科学等の他の
分野との横断的な研究を進める．そのため，
立地モデルや距離モデルによる空間を単な
る立地として解釈するだけでなく，製品差別
化や製品属性として解釈することにより，企
業戦略に活かすことや，政府の政策的含意を
得ることを目的とする． 

[2]として，立地選択がその他の意思決定変
数と関係して，社会厚生にどのような影響を
与えるか，を理論的に明らかにする．また，
今後の展開として，立地モデルがどのように
独占禁止法に応用されてきたかを考察し，今
後得られる理論的帰結をスムースに応用へ
と繋げることが重要であると考える．そのう
えで，理論的帰結の応用を目的として，独占
禁止法に対する提言を行う．具体的には，独
占禁止法の運用上，経済学との関連が特に深
い水平合併や垂直合併，政策的意思決定の根
拠となる消費者余剰の推定に関する含意を
得ることを目的とする． 
 
３．研究の方法 
 いくつかの主要な研究成果をとりあげて，
その内容を記述する．なお，各括弧番号は「4．
研究成果」，丸番号は「5. 主な発表論文等」

の雑誌論文と対応している． 
 
(1) Ebina and Shimizu (2012 ⑫) 
ホテリングモデルの線形市場において，通
常の双方向に消費者が移動して財を購入す
る設定と異なり，消費者が一方向にのみにし
か移動することができない一方ホテリング
モデルを構築した．そのうえで，サブゲーム
完全均衡を導出した． 
 
(2) Kinjo and Ebina (2012 ⑩，2013 ⑧, 2013
⑦) 
立地空間を製品差別化空間と解釈するこ
とにより，立地モデルを製品差別化戦略へと
応用することが可能となる．書籍などの財の
購買行動は，ランキングや全体の売上数とい
った外部の情報（消費の外部性）に強く影響
される．そこで，階層ベイズモデルを提案し，
書籍に関してコンジョイント分析を行い，調
査データを用いてモデルのパラメータを推
定した．また，離散選択モデルを用いて効用
関数を導き，そこから需要関数を導出した．
加えて，推定結果を用いて価格，および売上
のシミュレーションを行った．最後に，各製
品属性が価格にどの程度影響を及ぼすかを
考察した． 
  
(3) Adachi and Ebina (2013 ⑥, 2014 ④) 
 研究⑥は，1 つの財を生産する垂直的な独
占企業による，二重の限界化の問題について
考察した．上流企業が仕入れる原材料の価格
の変動が，最終財の価格にどのように影響を
及ぼすか，をあらわす概念をパス・スルーと
いう．そこで，最終財の逆需要関数の曲率を
用いて，最終財と中間財との間のパス・スル
ーに関する特定化を行った． 
また，異なる立地や市場で，異なる価格を
設定できる第 3 種価格差別で用いられるパ
ス・スルーの手法を，二重の限界化の問題へ
と応用し，新たな消費者余剰の推定方法につ
いて考察した．④では，⑥で考察した上流と
下流間における双方独占の設定を，双方寡占
の設定へと拡張し，同様の分析を行った． 
  
(4) Adachi and Ebina (2014 ⑤) 
製品差別化の一種である，一方補完財の関
係にある財を生産する2つの独占企業による
合併が，製品価格や社会厚生にどのような影
響が与えるかについて考察した．ここで，一
方補完財の関係とは，その財単体で価値をも
たらす基本財と，その基本財を利用すること
によって初めて価値をもつオプション財と
からなる関係をいう．特に，スマートフォン
とそのアプリケーションソフトなど，近年の
情報財については，一方補完財の関係が当て
はまると考えられ，重要性が指摘されている．  
本論文のモデルでは，消費者が 2種類に分
類されるという形で，消費者の異質性を導入
する．具体的には，(i) 基本財を購入するか
否かを検討する消費者（ノンロイヤル・カス



タマー）と，(ii) 基本財とオプション財を
セットで購入するか否かを検討する消費者
（ロイヤル・カスタマー），という異なる 2
タイプの消費者が存在すると仮定し，分析を
行った． 
 
(5) Ebina and Kinjo (2014 ③), Kinjo and 
Ebina (2015 ②) 
近年，経営学やマーケティングの分野では，
消費者が情報過多に陥ることにより，かえっ
て売上が下がるという選択のパラドックス，
という現象の重要性が指摘されている． 
③では，企業が数多くの製品属性や情報を
消費者に提供することで，消費者の購買行動
がどのように影響を受けるかについて考察
した．具体的には，従来の理想点モデルに距
離モデルを組み入れることにより，新たなモ
デルを構築した．特に，機械学習の分野で用
いられる次元の呪いに関する知見を用いて，
製品属性数の上昇が，消費者の製品購入確率
に影響を及ぼすモデルを構築したうえで，分
析を行った．②では，選択のパラドックスの
現象をモデル化し，分析を行った．具体的に
は，選択肢の増加に伴い，消費者が選択する
のにコストを伴う状況をモデル化し，選択肢
の数が消費者の意思決定にどのような影響
をおよぼすかについて，考察した． 
 
４．研究成果 
いくつかの主要な研究成果をとりあげて，
その内容を記述する．なお，各括弧番号は「4．
研究成果」，丸番号は「5. 主な発表論文等」
の雑誌論文と対応している． 
 
(1) Ebina and Shimizu (2012 ⑫) 
一方向ホテリングモデルの先行研究であ
る Kharbach (2009)が導出したサブゲーム完
全均衡（均衡立地点は 3/5 と 1）が誤りであ
る点を指摘した．そのうえで，ある条件下で，
新たなサブゲーム完全均衡在導出した．一方
向ホテリングモデルの研究では多くの場合，
上記の先行研究が引用されている点から，本
研究の分析結果が，同分野における重要な位
置付けとなることが期待される． 
 
(2) Kinjo and Ebina (2012 ⑩，2013 ⑧, 2013
⑦) 
構築した階層ベイズモデル，およびその推
定結果から，以下の点を明らかにした．まず，
日本の書籍市場のデータから，企業が設定す
る最適価格を導出した．結果として，消費の
外部性がないケースよりもあるケースのほ
うが，高価格を設定すべき点が示された．ま
た，消費の外部性がどのような分布になって
いるか，および，その外部性に強い影響を及
ぼす製品属性何であるかを明らかにした．具
体的には，書籍市場で女性であることや，年
齢が高くなるほど消費の外部性の効果が高
くなることを示した．すなわち，企業戦略に
おいて，口コミやランキングといった消費の

外部性がある市場では，このような属性をタ
ーゲットとして，販売戦略を立てたほうがよ
い点が明らかとなった． 
 
(3) Adachi and Ebina (2013 ⑥, 2014 ④) 
 上流企業と下流企業の間のマークアップ
比率が，コスト・パス・スルー，下流企業が
直面する最終財の逆需要関数の曲率，および
上流企業・下流企業の企業数といったパラメ
ータによりどのように特徴付けられるか，を
明らかにした．本研究の結果により，生産財
のコストや為替，課税といった外的な要因が，
どの程度最終財に転嫁され，それを上流企業
と下流企業がどのような比率で按分するか
が明らかとなった．本研究の結果は，実際に
観察可能な価格に関する近傍の情報のみで
全て推定可能である．そのため，今後，実証
分析を行ううえで，基礎となる研究成果にな
ると考えられる． 
また，第 3種価格差別の手法を応用する形
で，垂直合併を行った際に，消費者余剰がど
のように変化するかについて，新たな測定方
法を提案した．この方法によれば，合併前の
観察可能な価格とその曲率の情報のみに基
づいて，消費者余剰が推定可能となる． 
各国の競争当局が合併の可否を判断する
際，消費者余剰の値を参考に判断している点，
および，合併は他の競争政策の事案と異なり，
合併前の事前情報のみに基づいて将来予測
を行わなければならない点，の両者を鑑みる
と，本研究の成果が，垂直統合の競争政策に
対して，一定の貢献をもたらすと考える． 
 
(4) Adachi and Ebina (2014 ⑤) 
企業による合併が，(ii)のロイヤルタイプ
の消費者余剰，生産者余剰，および社会的余
剰を改善することを示した．一方，(i) のノ
ンロイヤルタイプの消費者余剰については，
このタイプの消費者の支払意思額が低いと
き，そしてそのときのみ，合併により，消費
者余剰が減少することがわかった． 
双方補完財の代表的なクールノーの研究
によれば，企業間の合併は，消費者余剰，生
産者余剰，社会的余剰のすべてを改善すると
いう結果が指摘されている．この点は，今日
の競争政策において，補完財を生産する企業
間の合併を認める根拠の 1 つとなっている．
しかし，一方補完財を仮定した本研究では， 
合併が消費者余剰に関して全く反対の帰結
を導く可能性がある，ということを指摘して
いる．この結果は，一方補完財の場合，双方
補完財の場合と比べて，政策当局は合併に対
してより慎重に判断すべきである，というこ
とを示唆するものである． 
 
(5) Ebina and Kinjo (2014 ③), Kinjo and 
Ebina (2015 ②) 
③では，理想点モデルと距離モデルを用い
た新たなモデルを構築し，過剰な属性がある
もとでは，消費者が最善の製品を選択するこ



とができず，各製品を等確率で選択するよう
な混乱が生じる可能性があることを示した．
日本のスマートフォン市場のデータを用い
て，本論分の理論的帰結が同市場の現象をう
まく説明できる点を指摘した．さらに，この
結果をもとにシミュレーションを行い，理論
的帰結の頑健性を確認した． 
②では，製品数の増加により，消費者は選
択コストが上昇するため，かえって製品を購
入しなくなるメカニズムを明らかにした．そ
のうえで，消費者の選択コストにより，企業
の最適な製品数を明らかにした． 
これらの結果は，経営学の分野で指摘され
ている情報過多や選択のパラドックスの問
題に対して，理論的側面から示唆を与えるも
のとなると考える． 
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